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【１．総論】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ ・JBIC の「環境社会配慮確認のための国

際協力銀行ガイドライン」（以下「新ガ

イドライン」という。）の懸案事項とな

っていた「ガイドラインの適切な実施・

遵守の確保」のための具体的な手続とし

ての異議申立手続が、パブリックコンサ

ルテーションという開かれた場で議論

され、ここでの議論をもとに一つの要綱

案としてまとまったことは、環境社会配

慮ガイドラインに引き続き開かれた場

での政策の検討という意味において非

常に重要なプロセスであったと認識し

ており、高く評価している。 

・国民全てに参加の機会を与え、形成段

階における議論がオープンかつ自由な

雰囲気の基に行われ、意見の集約・反映

作業がスムーズに行われた点は、画期的

なものとして評価できる。国際協力銀行

の勇気ある態度と技量は卓越している。 

新ガイドラインに基づく異議申立手続に係

るパブリックコンサルテーション等の場

で、産業界、ＮＧＯ、学識経験者、国会議

員、関連省庁の方々から多くの有益なご意

見を頂いたことに感謝いたします。また、

パブリックコメント募集に応じ、貴重なご

意見をお寄せ頂いた方々にも感謝申し上げ

ます。 

２ 本手続は、環境ガイドラインの遵守に有

効と考えるが、日本が進出地域の環境維

持に貢献していることを積極的にアピ

ールすべき。 

本行としましても、新環境ガイドラインや

本手続の実施を通じて、我が国による環境

社会配慮への貢献を積極的にアピールして

いく所存です。なお、現在の要綱案では、

環境担当審査役（仮称。以下「審査役」と

いう。）にウェブサイト、パンフレット等を

利用して、その存在・活動内容が広く認知

されるよう努力することを求めており、各

国の政府のみならず、現地の住民等に対し

ても広く本手続が認知されることを期待し

ております。 
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３ 審査役は、ガイドラインのみならず、そ

の他のＪＢＩＣが定めるガイドライン

や、日本政府が同意している国際基準等

をＪＢＩＣが遵守しているかを確認す

べきである。 

異議申立手続は、そもそも新ガイドライン

上「本行は、本行によるガイドラインの遵

守を確保するため、本行のガイドライン不

遵守に関する異議申立を受け付け、必要な

措置をとる」と記載されていることを受け

て議論がスタートしたものです。本行とし

ては、環境ガイドラインの遵守については

特段の配慮が必要と考え、通常の内部管理

体制に加えて現地住民からの申立を受け付

ける本手続を特に定めたものです。 
４ 異議申立については、濫用防止を図りつ

つ適切な運用を要望する。 

審査役は、予備調査の段階で、濫用目的に

よる申立を却下できるとされており、審査

役には、これに従い濫用防止に配慮して運

用することが求められます。 
５ 公共的側面と私企業の活動支援の微妙

なバランスの整合性を、環境保護に重点

を置きつつ達成している点は、画期的な

ものとして評価できる。 

環境の維持と両立した持続的な事業の達成

は重要な課題であり、我が国企業の海外活

動に対する支援と環境社会面の配慮を両立

させることは、本手続の策定にあたり本行

が最も重視した点の一つです。バランスが

取れているとの評価を頂戴しております

が、これも外部の方々との意見交換による

ものと考えております。 
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【２．基本原則】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 異議申立手続の迅速な処理は非常に重

要な要素ではあるが、ガイドラインの

遵守・不遵守について適切な判断がな

されるためには、特に本調査に十分な

時間をかけることが必要な場合もあ

る。異議申立受理後３ヶ月以内に活動

を終了させることはかなり困難である

といわざるをえず、最低６ヶ月は必要

ではないかと考えるが再度ご考慮いた

だきたい。 

左記ご意見のとおり、迅速性・効率性が本手

続の重要な特徴であり、そのため環境担当審

査役による活動期間を３ヶ月と設定してい

るものです。また、パブリックコンサルテー

ションでの議論を踏まえ、左記のご意見にも

応えるべく、やむを得ない事情がある場合に

は、その期間を２ヶ月延長できることとして

おり、現状の案文で特段の支障等はないと考

えます。 

２ 異議申立手続は、JBIC が支援する事業

においてガイドラインにそった適切な

手続がとられていないことから、地域

の人々に環境・社会被害が及ぶことを

食い止めるための手続であって、「中立

性」というよりむしろ「公平性」の原

則が求められる。 

異議申立手続は、目的規定に記載のとおり、

本行によるガイドラインの遵守・不遵守にか

かる調査、当事者間の対話促進を目的とする

ものであり、審査役の活動には、特定の当事

者に偏らない中立性が求められるものと考

えます。一方、現地住民にとって本行へのア

クセスが困難であることには十分留意して

おり、そのため、①申立書は現地公用語の使

用を認める、②プロジェクト実施主体に対す

る申立人の匿名性を確保する等、「公平性」

にも特段の配慮を行っています。 
３ 「本邦企業がＯＥＣＤ加盟国企業と公

平・対等に競争できるように、各国の

政府及びＥＣＡとの共通のルールをつ

くるなど Equal Footing の原則が保
てるように対応すること」を基本原則

として追加すべき。 

基本原則には、パブリックコンサルテーショ

ンでの議論を踏まえ、審査役の属性・行動原

則を記載するものと考えており、ご提案の内

容を基本原則に追加することは必ずしも適

切ではないと考えます。しかしながら、本行

としては、本手続の考え方を広めていくた

め、ＯＥＣＤ等の国際会議等を通じて積極的

に説明、情報発信を行い、他の OECD加盟
国においても同種の制度が策定されるよう

促していきたいと考えております。 
４ 審査役には、本邦企業の海外企業との

公平なる競争が阻害されないよう、各

国政府金融機関との Equal Footing に

本要綱案は、環境社会面の配慮を前提としつ

つ、我が国企業の競争上の地位に配慮した内

容となっているものと考えております。しか
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配慮していただきたい。 しながら、本行としては、本手続の考え方を

広めていくため、ＯＥＣＤ等の国際会議等を

通じて積極的に説明、情報発信を行い、他の

OECD 加盟国においても同種の制度が策定
されるよう促していきたいと考えておりま

す。 
５ 審査役には、幅広く意見の異なるステ

ークホルダーからの見解も聞き、中立

的判断をして頂きたい。 

本要綱案は、審査役の行動原則として「中立

性」を明記するとともに、審査役に対し対話

の促進活動においても「中立性」に配慮する

ことを求めております。審査役には、本要綱

の定めに従って中立性を確保した活動が期

待されます。 
６ 審査役には、相手国法制度、政治的決

定等を尊重し、相手国の社会経済発展

の必要性を理解し、相手国の主権を尊

重して頂きたい。 

相手国の主権を尊重するのは当然であり、審

査役としても相手国の主権に配慮しつつ、本

手続を実施していくことになると考えてお

ります。たとえば、予備調査や手続開始決定

後の活動において、審査役は、途上国で訴訟

等の紛争解決手続が係争中である場合は手

続を停止するなどの措置を講じることがで

きることになっています。 
７ 異議申立に係る追加費用を民間事業者

等に転嫁することなく、かつ必要以上

の過大な公費負担が生じないようにし

て頂きたい。 

ご指摘の点については、本手続の目的を勘案

しつつ、留意していきたいと考えておりま

す。また、過大な負担が発生しないよう、審

査役、事務局の構成は必要最小規模としてい

ます。 
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【３．審査役の権限と義務】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 環境担当審査役が、直接、関係企業か

ら調査に必要な文書などの提出を要請

できる権限を担保すべきである。 

本要綱案は、審査役に対し、プロジェクト実

施主体、借入人等にヒアリングする場合に

は、円滑に実施するため当初投融資担当部署

を介してヒアリングのアレンジを行うこと

を求めておりますが、ヒアリングそのものを

禁止しているわけではなく、また当初以降は

直接コンタクトすることができるため、ご指

摘の点は確保されているものと考えます。 
２ 第 6 回のパブリックコンサルテーショ

ンのまとめにおいて、議長役の矢島総

務部次長が「非常に限界的な問題、非

常に大きな問題が生じるという限界的

な状況においては、融資の停止といっ

た意見の具申はあり得るというのが方

向観だったのだろうと思います。ただ、

あくまで総裁が判断をする。ただ、そ

の場合に重要なのは、情報公開の点の

議論でございます。そういう提言を盛

り込む段階で情報公開になりますと、

非常に当該国、プロジェクトに大きな

影響を与えますので、そこは慎重な対

応が必要になってくる」とまとめられ

ているとおり、「環境担当審査役は総裁

に融資の停止を意見具申できるが、そ

の意見は融資の停止への総裁の判断が

下されるまで公開されない」という項

目を付け加えるべき。 

（同旨のご意見あり） 

パブリックコンサルテーションでの議論の

方向を踏まえ、審査役は不遵守状況を治癒す

るために可能な方策を総裁に具申すること

ができるとされております。 

３ 上記を含む環境担当審査役の権限につ
いて、借入人等との間で合意を形成し
ておく必要がある。 
 

本行は、一般に、借入人等との間の契約に基
づきプロジェクトに対する調査権限を有す
ることから、本行職員である審査役は同権限
を行使することが可能であり、特段借入人等
との間で追加的に合意を形成する必要はな
いと考えます。 
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【４．異議申立手続の手続開始要件】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 国際金融等業務においても、行内の一

定の審査手続が終了した時点から異議

申立の受付ができることとするべき。

受付期間の海外経済協力業務と国際金

融等業務の相違は、明らかなダブルス

タンダードであり、統一のガイドライ

ンに基づく、統一の遵守手続の策定に

失敗しているといえる。 
（同旨のご意見あり） 

円借款以外の業務については、融資契約調印

まで続けられる環境社会配慮確認のプロセ

スにおいて本行としての判断を対外的に示

すタイミングがないこと、民間のプロジェク

トにおいては本行の融資契約調印前に異議

申立を受け付けた場合民間の輸出入・投資契

約に影響を与える可能性があることから、調

印後に異議申立の受付を開始することとし

たものです。その結果、円借款業務における

取扱いとの間に相違が生じていますが、これ

は業務の性質の違いを反映したものと考え

ております。 
 

２ 国際金融等業務と海外経済協力業務の

共通性・相違性を踏まえ、異議申立の

時期について若干の相違する設定を施

している点は評価できる。 

受付期間について、両業務の共通性・相違性

を踏まえた内容となっているとの評価を頂

戴しておりますが、これも外部の方々との意

見交換によるものと考えております。 
３ 円借款における受付期間に関して、「本

行としての評価を示したとき」とは何

を指し、その時点にあるかどうかを公

表する手続を明記すべき。 

「本行としての評価を示したとき」とは、「開

発事業に係る事業計画又は経済の安定に関

する計画の内容が適切であり、その達成見込

みがあるかについての評価を、本行が示した

とき」を意味します。審査役は外部から意見

表明がなされた段階で、かかる情報をもとに

適切に対応するものと考えます。 
４ 申立はモニタリングの実施期間だけで

なく、融資返済終了までを対象とすべ

き。さらに本案では、「貸出終了後は…

ガイドライン上のモニタリング規定不

遵守を指摘する異議申し立てが可能」

となっているが、モニタリング規定だ

けでなくガイドライン全てについての

異議申し立てを、融資返済終了まで可

能とすべき。 

現地における被害は貸出期間中に発生する

蓋然性が高いこと、また将来被害が発生する

蓋然性がある場合も申立を認めていること

から、異議申立の受付期間を貸出が終了する

までとしても特段問題ないと考えます。ま

た、通常、本行の融資期間は長期に及びます

(円借款の場合には最大 40 年)が、融資から
長期間経過した時点で異議申立がなされて

も、関連資料が散逸している可能性が高く適

切な調査を実行することは困難と考えられ



 8 

るため、融資返済終了までを対象とすること

は非現実的と考えます。さらに、貸出終了後

は、借入人等に対する本行の影響力も低下す

るため、問題の解決に向けた適切な対策を採

ることは困難です。なお、世界銀行や ADB
のパネル手続では貸出が 95％終了するまで
が受付の期間となっており、本行が貸出が

100％終了するまで受付け、かつその後もモ
ニタリング条項については受け付ける仕組

としているのは国際的にも極めて先進的な

制度であるといえます。 
５ 受付開始時点以前に示された意見を、

審査役が投融資担当部署に移送する場

合には、審査役は申立人の了解を取り

付けるべき。 

受付期間前の意見について投融資担当部署

に移送するのは、意見を投融資担当部署のオ

ペレーションに適切に反映させるためであ

り、申立人がご意見を送付してくるのもその

趣旨であるためと思われますが、申立人の了

解を逐一必要とすることは徒にオペレーシ

ョンへの反映を遅延させることになり適切

ではないと考えます。なお、頂いたご見解は、

投融資担当部署より申立人の個人情報が投

融資担当部署・プロジェクト実施主体に出て

しまうことを懸念してのことと思われます

が、投融資担当部署の職員は本行職員として

の守秘義務を課されておりますのでそのよ

うな可能性はないと考えます。 
６ 審査役は、投融資担当部署が適切に意

見に対応しているかを監視すべき。 
審査役は、投融資担当部署による意見への対

応結果の報告を受けることになるので、適切

な対応が行われているかを監視するメカニ

ズムは確保されていると考えます。 
７ 国際金融等業務における受付期間につ

いては、ビジネスに過度に影響を与え

ないことに配慮して、融資契約締結後

貸付実行終了までの期間に限定すべ

き。 
（同旨の意見あり） 

現在の要綱案では、円借款以外の業務におけ

る受付期間については、原則「融資契約調印

後貸出が終了するまで」とされております。

しかしながら、本行は新ガイドラインに基づ

き貸出終了後もモニタリングを継続する可

能性があるので、貸出終了後もモニタリング

期間中はモニタリング規定の不遵守を指摘
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する異議申立に限り受け付けることとした

ものです。 
８ 濫用防止の観点から、異議申立者は「対

象事業により負の影響を受けている地

域住民を代表するもの」に限定される

べき。 

制度の利便性を重視する観点から、可能な限

り申立人の要件を緩和したものです。ただ

し、異議申立の対象案件は重大な被害が発生

している、又は将来発生する相当程度の蓋然

性があると考えられる案件となっているこ

とから、単なる個人の主観的な被害感情や個

人的な経済的利害で他の住民と全く共有さ

れないものについては、審査役の調査活動の

過程で適切に排除される仕組となっており

ます。 
９ 申立人の要件において、「当該国の２人

以上の住民によりなされることが必要

である」としているように、より開か

れ、より簡便な制度の活用が図られる

ように工夫されている点は、画期的な

ものとして評価できる。 

申立人要件に関して、積極的な評価を頂戴し

ておりますが、これも外部の方々との意見交

換によるものと考えております。 
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【５．異議申立手続のプロセス】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 影響住民および受ける可能性がある人

が申立を行う際、あるいは申立を行っ

た後、環境担当審査役は必要に応じて、

申立者の適格要件、申立内容、申立方

法など、きめの細かい申し立者へのア

ドバイスなどを行うべきである。 
（同旨のご意見あり） 

現在の要綱案では、申立書の不備があった場

合、審査役は申立書を却下するのではなく、

不足部分について情報を徴求することがで

きるとされており、かかるプロセスを通じ

て、申立を適格ならしめる努力が行われると

考えております。 

２ 環境担当審査役に対して一般市民が異

議申立案件に関する情報提供をしたり

意見を述べたりすることができるよ

う、ＪＢＩＣは専用のメールアドレス

などを設置し、広く周知しなければな

らない。 

（同旨のご意見あり） 

審査役は、連絡先を本行ウェブサイトに公開

することとされており、また、パンフレット

の作成・配布等を通じて、その存在・活動内

容が広く認知されるよう努力することが求

められております。 

３ 他の国際機関の例に倣い、申立人に対

し、ガイドライン不遵守の条項を示す

ことを求めるべきではない。 

本手続では、申立書の内容に不備があった場

合には、審査役は情報を徴求することとされ

ており、不備があることのみを理由に却下す

るわけではないことをご理解頂きたいと思

います。 
４ 申立人がプロジェクト実施主体や投融

資担当部署との協議を行っているとい

う事実を手続開始の要件とするのでは

なく、何らかの形でプロジェクト実施

主体や投融資担当部署が対象となる問

題を認知していれば手続を開始すべ

き。 

当該文言は、現地における問題については、

まずは当事者間での解決に委ねるべきとの

考えに基づくものですが、現状の要綱案で

は、申立人は、プロジェクト実施主体との対

話に向けた努力及び本行投融資担当部署と

の対話の実施を求められているのみであり、

申立人にとってかかる要件が特段の制約に

はならないと考えております。 
５ 本案では希望者に対して「プロジェク

ト実施主体者への匿名」のみが確保さ

れることになっているが、JBIC の内部

に対しても匿名が確保されるべき。(審

査役以外は全て)。世界銀行の独立審査

パネルでは、マネジメントに対しても

匿名が確保されている。 

頂いたご見解は、投融資担当部署より申立人

の個人情報が投融資担当部署・プロジェクト

実施主体に出てしまうことを懸念してのこ

とと思われますが、投融資担当部署の職員は

本行職員としての守秘義務を課されており

ますのでそのような可能性はないと考えま

す。 



 11

（同旨の意見あり） 
６ 日本の法律により、申立人が望まない

にも関わらず、その氏名が明らかにな

る場合には、事前に申立人にその旨連

絡すべき。 

我が国の情報公開法では、原則として個人の

名称等の個人に関する情報については開示

しないことができるとされております。例外

的にこれを開示する場合は法の定めに従い、

当該個人の意見を聴取することになると考

えます。 
７ 申立書は郵便、ファクシミリ、電子メ

ール、手渡しなどの様式で文書で提出

されるように求めるべき。JBIC の在外

事務所でも受付を行うべき。ただし、

申立書は必ず環境担当審査役が開封す

ること。 

申立書の取次ぎについては、本行の海外駐在

員事務所でもこれを行う所存です。ただし、

その場合受領の通知はあくまでも審査役が

受領してから５営業日以内に発出されるこ

とになるので、審査役に直接送付するよりも

場合によっては受理の通知が遅くなること

があることをご了解下さい。また、審査役が

宛先の親展となる等審査役及び事務局以外

の職員による開封禁止の趣旨が明確に分か

るものについては、審査役及び事務局以外の

職員が申立書を開封することのないように

留意いたします。 
８ 受理通知は「申立人の氏名および連絡

先が記載されている限り」行われるも

のであるため、翻訳の期間を要するた

めに受理通知の遅滞がある場合は、最

大何日の遅延があるのか明示すべきで

はないか。また、遅延日数に関しては

その都度申立人に速やかに伝える義務

がある。 

（同旨のご意見あり） 

申立書については、日本語、英語の他現地の

公用語による記載でも受け付けることとし

ております。公用語は種々多様であり、翻訳

業者の手配にどの程度時間がかかるかはケ

ースバイケースですので、予め遅延日数を予

測することは困難と考えます。遅延日数の見

込みが立った際には、速やかに審査役により

申立人に連絡されるものと考えます。 

９ 環境担当審査役は必要に応じて、予備

調査においても現地調査を行えるよう

にすべき。実際、世界銀行の独立審査

パネルにおいても、多くの場合予備調

査において現地調査を行っており、こ

れによって非常に適切な判断を行うこ

とができたとの報告がある。 
（同旨のご意見あり） 

予備調査では、審査役は申立書の内容が十分

かを書面調査することになります。十分であ

れば、審査役は現地調査を含む調査活動を開

始することが可能であるため、特段の不都合

はないと考えます。なお、世界銀行の場合、

パネルではなく、理事会が調査開始を決定す

ることから、予備調査において現地調査の必

要性が生じているものと思われます。また、
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予備調査段階での現地調査の可能性を全く

排除しているわけではありません。 
10 予備調査において申立の適格性が認め

られ本調査が進められる場合、調査が

終了し環境担当審査役による勧告が出

されるまで、融資契約調印前のプロジ

ェクトにおいては融資契約の凍結、調

印後の案件については融資の実行を停

止するべきである。 

融資契約調印前に異議申立がなされた場合、

本行としては、受け付けた申立内容に加え、

個別案件の事情等に応じて、適切な環境社会

配慮がなされるよう、然るべき対応を検討す

ることとなり、調印の見送りといった、一律

の対応は不適切であると考えております。 
調印後に異議申立がなされた場合に、本行に

よるガイドラインの不遵守という本行の問

題を理由に借入人に対して融資実行を停

止・中止するといった不利益を与えることは

不適切であり、融資実行の停止は契約書の規

定に従い処理されることとなります。 
11 異議申立が却下される場合、その理由

を申し立者に文書で伝え、反論がある

場合文書で提出してもらうようにすべ

き。 

現状の要綱案では、却下の場合その理由を詳

述することとなっており、ご要望に沿った内

容になっていると考えます。反論がある場合

に文書で提出するか否かは、申立人の自由で

あり、これを義務付けることは不適切と考え

ます。 
12 環境社会配慮は、融資契約締結以降も

続けられるものであると考えているた

め、「融資契約締結までに行われた…」

という表現は環境社会配慮を非常に限

定的に捉えたものであるといわざるを

えない。修正を求めたい。 
（同旨のご意見あり） 

現在の要綱案では、「審査役は、投融資担当

部署にヒアリングを行い、融資契約締結まで

に行われた環境審査およびモニタリングに

かかる事実を確認する」と記載されておりま

すが、ここにいう「環境審査」は新ガイドラ

インにいう「スクリーニング」「カテゴリ分

類」「環境レビュー」を意味し、「モニタリン

グ」は新ガイドラインにおける意味と同様で

す。新ガイドラインでは、「モニタリング」

は融資契約締結後のプロセスと位置付けら

れていることからもお分かりのとおり、上記

文言における「融資契約締結までに行われ

た」は「環境審査」のみにかかるものであっ

て、ご指摘のように環境社会配慮確認を限定

的に捉えたものではないことをご理解頂け

ればと考えます。なお、「融資契約締結まで
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に行われた環境審査」という文言をより明確

にするため、新環境ガイドラインの用法と合

せて「融資契約締結までに行われた環境社会

配慮確認」との文言に修正いたします。 
13 「本行が利用した一切の資料を閲覧す

ることができる」とあるが、閲覧資料

には審査の段階、モニタリングの段階

で JBIC 自身が作成する文書もあるは
ずである。「利用した資料」のなかに

JBIC 自身が作成した資料が含まれる
のか、確認したい。 

「一切の資料」には、当然本行が作成した資

料も含まれるものと考えております。 

14 相手国政府（機関）が所有する文書の

提出や現地訪問に関しての協力要請な

ど、日本政府による協力体制も検討し

ていく必要がある。 

本行職員である審査役は、一般に融資契約に

基づき、プロジェクトに関する文書の提出を

求める権限やプロジェクトサイトを訪問す

る権限を有していることをご理解下さい。な

お、個別案件の事情等に応じ、日本政府の協

力が有効であると思われる場合は適宜要請

を検討することになるものと考えます。 
15 調査において、環境担当審査役は関係

ＮＧＯからもヒアリングを行う必要が

あると考えるが、ＪＢＩＣの考えを確

認したい。 

現在の要綱案では、審査役は「必要に応じて、

申立人と同様の見解を有している住民、申立

人とは異なる見解を有する住民、プロジェク

ト実施主体、専門家、ホスト国政府その他関

係者に対してヒアリングを行うことができ

る」とされております。したがって、審査役

が自らの判断で必要と考える場合には関係

ＮＧＯにヒアリングすることはありえるも

のと考えます。 
16 審査役は対話を仲介するだけでなく、

「紛争解決のための手段を提案でき

る」などの積極的な役割を担うことは

できないか。異議申立を活用して、主

体的に問題を解決しようという姿勢が

求められる。 

本行はプロジェクトの当事者ではないため

紛争解決への関与も限定的にならざるを得

ません。審査役には当事者間の紛争解決を基

本としつつそのためのサポート的な活動を

期待しております。 

17 この要綱案はJBICの環境社会配慮ガイ

ドラインの遵守・不遵守を判断するも

のである。したがって、他の紛争処理

ご指摘のとおり本手続は本行による新ガイ

ドラインの遵守・不遵守を問うものですが、

実際に環境社会配慮を行うのはプロジェク
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手続においてプロジェクトが係争中で

あっても、これに関係なく独立して手

続を進めるべきである。 

（同旨の意見あり） 

ト実施主体等であり、本行はそれを確認する

という立場です。本行によるガイドライン違

反が問題となる場合には環境社会配慮に係

る何らかの問題があることが前提となるこ

とから、当該問題が現地における訴訟手続等

他の紛争処理手続に従って処理されている

際に当該手続に影響を及ぼす恐れがありま

す。かかる観点から、他の紛争処理手続にお

いて係争中である場合には、審査役の判断で

手続を留保できるようにしているものです。 
18 異議申立の対象となっている環境社会

問題が既に相手国の諸制度で係争中で

ある場合には、申立を受理するべきで

はない。 

現在の要綱案では、上記のとおり環境社会問

題が係争中である場合には、申立を受理する

ものの審査役の判断により手続を留保でき

るようにしており、ご意見に沿った内容にな

っていると考えております。 
19 環境担当審査役は報告書への申立者か

らの意見聴取を行い、投融資部門の意

見書とあわせてこれを総裁に提出すべ

き。 

報告書については作成後申立人に送付され

ることになります。本行としては、申立人が

報告書に対する意見を述べることは自由で

あると考えており、その意見を総裁に提出す

ることもまた可能であると考えております。 
20 報告書には聞き取り調査を行った人の

一覧（匿名希望者は立場などにとどめ

る）も報告書と一緒に提出され、公開

するべきであると考えるが、JBICの考
えをお聞きしたい。 

報告書については、骨子にあるとおりヒアリ

ングの記録は添付されることとなっていま

す。なお、氏名等の個人情報といった情報公

開法に基づき不開示とすべき事項は含めな

いこととしております。従って、ヒアリング

内容については記載するものの氏名につい

ては記載しないことになるものと考えます。 
21 環境担当審査役の勧告を受けての総裁

の指示の実施状況について、環境担当

審査役による継続的なモニタリングを

行い、モニタリング報告書が公開され

なければならない。 
またこの際、申立者からも総裁指示の

実施状況について、情報収集を行うべ

きである。 
モニタリングを終了する場合は、申立

現在の要綱案では、総裁の指示については投

融資担当部署が実施し、その実施状況につい

て審査役に報告することとなっていること

から、審査役によるモニタリングと同等の内

容が確保されているものと考えております。

また、審査役は、その作成する年次報告書に

おいて、実施状況およびそれに対する審査役

の意見を記載し、それを公開することとされ

ていることから、ご指摘のようなモニタリン
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者の合意を求めるべきである。 グ報告書を作成・公開する仕組は実質的に確

保されているものと考えます。 
また、投融資担当部署は、総裁の指示の実

施・終了にあたり、申立人の意向を踏まえる

ことは当然と考えております。 
22 環境担当審査役は、異議申立を通じて

明らかになった今後のガイドライン遵

守確保に向けた対応策等についても、

意見を年次報告書に記載することがで

きることになっているが、環境・社会

配慮を拡充していくための制度づくり

に関しては、必要に応じて総裁に対し

て直接報告できる権限を確保するべき

である。 

審査役は、総裁直属の機関として設置される

ものですので、その職責の範囲内の事項につ

き必要に応じて上長である総裁に対して直

接報告することは通常の組織内の行動であ

ると考えます。 

23 検討結果例の２．（ト）（チ）では、「プ

ロジェクト実施主体は誠実に対応して

いない」「投融資担当部署はその協議申

入れに適切に対応していない」といっ

た記載が見られ、「誠実に対応」「適切

に対応」していれば、審査役は申立を

却下できるかのように見える。本文と

齟齬があるので修正すべき。 

ご指摘を踏まえて、本文との齟齬のないよう

修正いたします。 
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【６．情報公開】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 情報公開は環境担当審査役の責任にお

いて行われなければならない。 
本要綱に基づく情報公開については、審査役

がその責任において実施するものと考えて

おります。 
２ 以下の文書をそれぞれのタイミングで

公開するべきである。 
申立の事実（速やかに） 
申立書の内容（速やかに） 
予備調査の結果（速やかに） 
申立却下の事実とその理由（速やかに） 
申立の却下に対する申立者の反論（速

やかに） 
報告書：聞き取り調査を行った人の一

覧などを含む（完成後速やかに） 
報告書への申立者の意見（聴取後速や

かに） 
今後のガイドライン遵守確保に向けた

対応策等をまとめた投融資担当部署の

意見書（提出後速やかに） 
総裁の指示（速やかに） 
環境審査役によるモニタリング報告書

（完成後速やかに）  
環境担当審査役関与の終了（終了後速

やかに） 
年次報告書（完成後速やかに） 
その他審査役が提出した意見（速やか

に） 
（同旨のご意見あり） 

既にご意見に沿った形になっているものも

ありますが、ご趣旨を踏まえて修正いたしま

す。ただし、「申立の却下に対する申立者の

反論」「報告書への申立者の意見」といった

本行以外の者が作成する文書については、本

行の意見ではないことから本行がこれを公

開することは不適切と考えております。 
また、上述のとおり（５．ＮＯ２１参照）モ

ニタリング報告書は実質的に年次報告書に

内容が包含されるため作成する予定はあり

ません。 
また、「その他審査役が提出した意見」につ

いては、本行内部での率直な意見交換を阻害

しないためにもこれを全て公開することは

困難であるため、修正を加えておりません。 

３ 紛争解決のための対話促進、及び企業

秘密の保持の観点から、情報公開は全

て当事者の合意に基づくべき。 
（同旨の意見あり） 

情報公開に当たっては、審査役には個人情

報・法人情報その他の法に基づき不開示とす

べき事項が含まれないよう配慮することが

求められております。また、やむを得ずそれ

らの情報を開示する必要がある場合には、当

事者の合意を求めなければならないとされ

ていることから、ご指摘の点は十分配慮され
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ていると考えております。 
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【７．見直しおよび経過規定】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 要綱の改定に関しては、ＪＢＩＣの投

融資部門や審査部門、それに過去の申

し立者や関係したＮＧＯ等の意見を聴

取すべきである。 

本要綱案では、見直しについて「それまでに

蓄積された利用者および環境担当審査役か

らの意見・評価に基づき検討を行う」と記載

しており、「利用者」にご指摘の申立人の代

理人として関係したＮＧＯ等は含まれるも

のと考えております。 
２ 異議申立を通じて明らかになった、

JBIC の適切な環境社会配慮を確保して

いくための政策上の課題について議論

し、具体的な政策改善に反映させてい

くために、学識経験者、関係省庁、産

業界、NGO など幅広いステークホルダー

で構成された「遵守合同会議（仮称）」

の設置を提案したい。 

遵守合同会議は、環境担当審査役や異

議申立に関係するスタッフ全員の参加

を得て、年一度開催し、ここで出され

た意見をもとに環境担当審査役は、総

裁への報告をまとめる。総裁はこの報

告をもとに政策への反映を行うべきで

ある。この様な会議の設置は、異議申

立手続の透明性とアカウンタビリティ

を確保する上でも重要な役割を果た

し、環境・社会配慮ガイドラインや異

議申立手続についてのよいレビューの

機会となるだろう。 

本要綱については、ガイドラインの見直しに

併せて、施行後５年以内に見直しを実施する

ことを予定しており、その際には本手続の利

用者、審査役の他、幅広いステークホルダー

の意見・評価等を踏まえて検討を実施する予

定です。 

３ 異議申立手続を通じて、JBIC の環境社

会配慮ガイドラインを遵守しているに

もかかわらず、環境ガイドラインの基

本方針である「融資を行うプロジェク

トが環境や地域社会に･･･受け入れる

ことができないような影響をもたらす

ことがないよう」に確保することがで

きないようなことがあるかもしれな

新ガイドラインでは、新ガイドラインについ

ては、施行後５年以内に包括的な検討を行

い、必要に応じ改訂を行うこととされており

ます。本行としては、新ガイドラインの実施

状況等を踏まえつつ、改訂について検討して

まいりたいと考えております。 
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い。このような場合、JBIC は現在の環

境社会配慮ガイドラインだけで十分な

のかについて検討し、環境ガイドライ

ンの見直し、あるいは追加的なガイド

ラインの策定を検討すべきである。 
４ 次回の制度見直しでは、より積極的に

問題解決のために活動する第三者性の

ある機関＝開発オンブズパーソン＝の

設置に取り組むべき。 

次回の制度見直しの際には、それまでの本手

続の実施状況等を踏まえつつ、ご提案につい

ても検討していきたいと思います。 

５ 制度実施の状況を踏まえて、次の点に

ついて検討されたい。 

・ 異議申立が行われた場合に､当該プ

ロジェクトの抜本的な変更を含む

提案の受入制度の確立（この場合、

当該プロジェクトのコンサルタン

ト等は排除されるとともに、日本以

外の資本による企業も排除される

べき） 

・ 異議申立要件の一層の緩和 

・ 事後救済の立場によるシステム構

築から一歩踏み出し、政策過程の透

明性確保が最も有効かつ効率の良

い救済システムであることを深く

認識され、国民参加による政策実現

のモデルを構築する努力を期待す

る。 

次回の制度見直しの際には、それまでの本手

続の実施状況等を踏まえつつ、ご提案につい

ても検討していきたいと思います。 

６ 要綱案は平成 15 年 10 月 1 日以前に融

資要請があった案件に関しても、でき

る限り受付を行い、異議申立の対象案

件とするべきである。 

本手続は、本行による新ガイドラインの遵

守・不遵守を調査することを目的の一つとし

ておりますが、新ガイドラインは平成 15年
10月 1日以降に実質的な融資要請があった
案件に対して適用されることとされており

ます。従って、本手続も新ガイドライン同様、

平成 15年 10月 1日以降実質的な融資要請
があった案件に対して適用することが適切

と考えております。 
７ 世界銀行の例に倣って、旧日本輸出入 新ガイドラインの７．「ガイドラインの適切
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銀行の環境配慮ガイドラインや、旧海

外経済協力基金の環境配慮ガイドライ

ン（初版及び第２版を含む）、及びガイ

ドライン制定前のチェックリストも異

議申立の対象とすべき。 
（同旨のご意見あり） 

な実施・遵守の確保」では、「本行は、本行

によるガイドラインの遵守を確保するため、

本行のガイドライン不遵守に関する異議申

立を受け付け、必要な措置をとる」と記載さ

れております。本手続は、かかる記載に基づ

き策定されるものであって、そもそも旧ガイ

ドライン等について適用することは想定さ

れておりません。 
また、本手続の導入により借入人・プロジェ

クト実施主体等に一定の不利益が生じる可

能性があることに鑑みれば、本手続を旧ガイ

ドライン等について遡及適用することは関

係当事者の理解を得ることが困難であると

同時に不適切であると考えております。 
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【８．環境担当審査役】 
NO 主なご意見 ご意見に対する考え方 
１ 要綱案では、環境担当審査役は２名と

規定されているが、２名では公平性に

おいて正しい判断ができなくなる可能

性があることから、３名で構成される

べきである。委員長は互選で選出し、3

名のうち少なくとも 1 名が常勤で業務

を行うようにすべき。 

（同旨のご意見あり） 

設置要領案に「各異議申立については、いず

れかの環境担当審査役が担当することとす

る。当該異議申立を担当する環境担当審査役

は、他方の意見を踏まえて報告書を作成す

る」と記載されているとおり、審査役は単独

で判断するわけではなく、他方の審査役と協

議することとなりますので、「正しい判断が

できなくなる可能性」は相当程度減じられて

おります。本行としては、政府系金融機関と

してコストを最低限に抑制しなければなら

ないという要請も踏まえれば、２名が適切で

はないかと考えております。 
 

２ 多国間開発銀行は世界中から公募をし

ているが、ＪＢＩＣでは日本語を要件

にしているので、募集の範囲は狭めら

れる。したがって、審査役については、

常勤でありながら兼職を認めるべきで

あり、要綱にもその旨記載すべき。 

審査役には高い資質が求められるのであっ

て、常勤であることを要件とすることで募集

の範囲を予め狭めることは適切ではないと

考えております。たとえ非常勤であっても出

勤条件によっては十分経験が蓄積されるも

のと考えられ、候補者の意向等を勘案しつつ

決定していくべきものと考えます。 
また、常勤である場合の兼職を排除するもの

ではありませんが、審査役は本行の職員であ

るため通常の職員同様兼職するに当たって

は本行の許可が必要となります。 
３ 環境担当審査役の名称は環境審査部と

の混乱を避けるため、「異議申立担当審

査役」又は「異議申立担当独立調査官

としてはどうか。 

審査役の名称については、ご提案も勘案しつ

つ決定致します。 

４ 審査役には公正さ、調査能力などに加

え、異なる立場の人々のコミュニケー

ション能力が求められるべき。 

ご指摘の能力については当然審査役に求め

られる性質のものと考えており、今後設置す

る審査役の選考委員会における議論におい

て十分考慮されるべきものと考えておりま

す。 
５ 環境担当審査役の選任は、各ステーク 選考委員会の構成については、ご意見を踏ま
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ホルダーからの信頼を受け、異議申立

手続の適切な運用を進めていく上で非

常に重要なプロセスである。この選考

委員会には学識経験者や関係省庁も含

めるべきである。また、選考過程・選

考結果を個人のプライバシーを侵害し

ない範囲で公表すべきである。 
 

えつつ今後検討していきたいと考えており

ます。選考過程では、個人の能力・資質とい

った点が議論の中心となることから、これを

公開することは困難と考えております。 

６ 経験の蓄積を考えると、特に初年度に

おいて任期は 2 年ではなく 3 年程度が

望ましいのではないか。 

審査役の任期については、再任の可能性もあ

るため、経験の蓄積という観点を踏まえても

２年は十分な期間であると考えております。 
７ 事務局員はJBIC職員かどうかは問わな

いが、環境社会配慮や問題解決機能に

関する知識や経験を持った人材をそれ

ぞれ公募に基づいて環境担当審査役が

審査・推薦し、総裁が任命するべき。 

審査役を外部登用することから、事務局員は

本手続の円滑な実施の観点から本行業務に

通じた人物で構成されることが望ましいと

考えておりますが、必要に応じ外部登用する

こともありうると考えております。 
８ 事務局はJBICからの頻繁なアクセスを

回避し、環境担当審査役の意思決定に

関与してはならない。 

事務局は審査役の活動をサポートする役割

を担うことになりますが、意思決定するのは

当然のことながら審査役自身です。また、上

記事務局の役割に鑑みれば、投融資担当部署

からの必要以上のアクセスは回避されなけ

ればならないと考えております。 
９ 諸外国の例等に鑑み、ＪＢＩＣの既存

の内部処理体制の整備で対応すること

でも十分と考えられ、異議申立に対応

する組織については、過大な組織とな

らないような配慮を要望する。 

ご指摘の点については、本手続の目的を勘案

しつつ、留意していきたいと考えておりま

す。 

 


